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1. 平成28年12月期の連結業績（平成28年1月1日～平成28年12月31日）

（注）１．当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。１株当たり純資産は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が
行われたと仮定して算定し ております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年12月期 23,286 11.2 3,350 14.6 3,453 15.7 2,069 15.4
27年12月期 20,942 18.8 2,923 12.7 2,985 13.7 1,792 12.2
（注）包括利益 28年12月期 2,119百万円 （17.4％） 27年12月期 1,805百万円 （13.4％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年12月期 130.00 ― 15.4 19.6 14.4
27年12月期 112.64 ― 15.2 19.1 14.0
（参考） 持分法投資損益 28年12月期 △22百万円 27年12月期 △12百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年12月期 18,675 14,449 76.4 896.04
27年12月期 16,651 12,727 75.7 791.72
（参考） 自己資本 28年12月期 14,262百万円 27年12月期 12,602百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

28年12月期 2,696 1,430 △501 8,432
27年12月期 2,219 △1,083 △138 4,810

2. 配当の状況

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成27年12月期については、当該株式分割前の実際の配当金の
額を記載しております。

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年12月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00 318 17.8 2.7
28年12月期 ― 12.50 ― 12.50 25.00 397 19.2 2.9
29年12月期(予想) ― 12.50 ― 12.50 25.00 18.1

3. 平成29年12月期の連結業績予想（平成29年 1月 1日～平成29年12月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,250 9.1 1,680 6.7 1,700 6.9 1,000 6.4 62.82
通期 26,000 11.7 3,750 11.9 3,800 10.0 2,200 6.3 138.21



※ 注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3) 発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。発行済株式数は、前連結会計年度の期首に当該株式分割
が行われたと仮定して算定しております。

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年12月期 16,548,000 株 27年12月期 16,548,000 株
② 期末自己株式数 28年12月期 630,629 株 27年12月期 630,596 株
③ 期中平均株式数 28年12月期 15,917,385 株 27年12月期 15,917,458 株

（参考）個別業績の概要

平成28年12月期の個別業績（平成28年1月1日～平成28年12月31日）

（注）１．当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 個別財政状態

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。１株当たり純資産は、前事業年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して算定しております。

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年12月期 17,444 △12.1 2,158 △22.3 2,283 △20.5 1,423 △20.8
27年12月期 19,837 16.1 2,778 7.4 2,871 9.2 1,796 11.7

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

28年12月期 89.45 ―
27年12月期 112.87 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年12月期 16,338 13,763 84.2 864.70
27年12月期 16,196 12,736 78.6 800.14
（参考） 自己資本 28年12月期 13,763百万円 27年12月期 12,736百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
また、同日に投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料については、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

 当連結会計年度におけるわが国経済は、中国経済の減速懸念や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱決定により市場の動揺

もありましたが、米国経済は底堅く、新興国経済も成長が緩やかに加速しつつあります。

 国内経済においても政府の経済政策や日本銀行の金融緩和政策により、景気の下支えがおこなわれ、緩やかな景気

回復基調が続く見通しもあるものの、米国のトランプ新政権が掲げる政策の動向など、複合的なリスク要因を背景

に、先行が不透明感な状況となっております。

 外食業界におきましては、人手不足やアルバイト時給の引き上げによる人件費の上昇など、依然として厳しい経営

環境が続いております。 

 このような環境の中で、当社グループは引き続き客数拡大による平均月商引き上げへの施策の実施と、出店加速に

積極的に取り組んでまいりました。

 「かつや」の既存店につきましては、10回のフェアメニューの投入と５回のキャンペーンを実施した結果、年間の

既存店売上高前期比は、直営店においては102.0％、ＦＣ店においては99.7％と前年とほぼ同水準推移いたしまし

た。

 「かつや」の出退店につきましては、国内において29店舗出店し、リプレイスの為の閉店１店舗と４店舗を閉店い

たしました。海外においては、12店舗の出店と２店舗の閉店をしたことにより、「かつや」の当連結会計年度末にお

ける店舗数は、純増34店舗の374店舗となりました。

 その他の業態につきましては、からあげ専門店「からやま」７店舗を含む11店舗を出店し、業態転換の為の閉店を

３店舗と８店舗を閉店したことにより、当連結会計年度末の店舗数は52店舗となりました。

 以上の結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高23,286百万円（前期比11.2％増）、営業利益3,350百万円（同

14.6％増）、経常利益3,453百万円（同15.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益2,069百万円（同15.4％増）と

なりました。

 なお、当社グループは外食事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりますが、事業

部門別の業績概況は以下のとおりであります。

1)かつや直営飲食事業

 かつや直営飲食事業部門におきましては、海外１店舗を含む８店舗を出店したことにより、当連結会計年度末店舗

数は120店舗（海外５店舗を含む）となりました。また、既存店13店舗の改装を実施いたしました。

 以上の結果により、当連結会計年度の当該事業部門の売上高は10,884百万円（前期比5.0％増）となりました。

2)ＦＣ事業

 ＦＣ事業部門におきましては、「かつや」のＦＣ加盟店が海外11店舗を含む33店舗を出店し、リプレイスの為の閉

店を１店舗と海外２店舗を含む６店舗を閉店したことにより、当連結会計年度末店舗数は254店舗（海外24店舗を含

む）となりました。また、「からやま」のＦＣ加盟店が３店舗を出店し、「からあげ縁」の６店舗を閉店したことに

より、当連結会計年度末店舗数は25店舗となりました。

 以上の結果により、当連結会計年度の当該事業部門の売上高は9,394百万円（前期比9.8％増）となりました。

3)その他飲食事業

 その他の業態におきましては、「からやま」の直営４店舗を含む８店舗を出店し、業態転換の為の閉店を３店舗と

２店舗を閉店したことにより、当連結会計年度末の店舗数は27店舗となりました。

 以上の結果により、当連結会計年度の当該事業部門の売上高は2,298百万円（前期比47.4％増）となりました。

4)その他の事業

 その他の事業におきましては、食肉加工事業の当社グループ外への売上等が増加したことにより、当該事業部門の

売上高は708百万円（前期比52.9％増）となりました。

 次期の見通しにつきましては、「かつや」を国内直営・FC合わせて40店舗、その他の業態においても「からやま」

を中心に積極的に出店を行い、海外においては、12店舗の出店を行っていく計画です。

 以上により、平成29年12月期の連結会計年度の業績は、売上高26,000百万円（前期比11.7％増）、営業利益3,750

百万円（同11.9％増）、経常利益3,800百万円（同10.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益2,200百万円（同

6.3％増）を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 流動資産は前連結会計年度末に比べ5,079百万円増加し、13,052百万円となりました。

 これは主に、現金及び預金が3,622百万円、有価証券が1,092百万円、売掛金が162百万円増加したことによるもの

であります。

 固定資産は前連結会計年度末に比べ3,056百万円減少し、5,622百万円となりました。

 これは主に、新規出店等に伴い有形固定資産が337百万円増加したものの、投資有価証券が3,514百万円減少したこ

とによるものであります。

（負債）

 流動負債は前連結会計年度末に比べ299百万円増加し、3,259百万円となりました。

 これは主に、未払法人税等が72百万円、その他が122百万円増加したことによるものであります。

 固定負債は前連結会計年度末に比べ3百万円増加し、966百万円となりました。

 これは主に、新規出店等に伴い資産除去債務が34百万円増加したものの、受入保証金が15百万円、その他が15百万

円減少したことによるものであります。

（純資産）

 純資産は前連結会計年度末に比べ1,721百万円増加し、14,449百万円となりました。

 これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益及び配当金の支払により、利益剰余金が1,671百万円増加したこと

によるものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3,622百万

円増加し、8,432百万円となりました。

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は2,696百万円（前期比21.5％増）となりました。

 これは主に、税金等調整前当期純利益3,248百万円に加えて、現金支出を伴わない減価償却費358百万円、仕入債務

の増加額58百万円があったものの、法人税等を1,097百万円支払ったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果増加した資金は1,430百万円（前年同期は1,083百万円の支出）となりました。

 これは主に、有形固定資産の取得による支出737百万円、長期貸付けによる支出140百万円があったものの、有価証

券の償還による収入2,407百万円があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は501百万円（前期比261.3％増）となりました。

 これは主に、配当金の支払額397百万円、その他の支出が107百万円によるものであります。

 キャッシュ・フロー指標のトレンド

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

自己資本比率（％） 70.1 70.0 75.7 75.7 76.4

時価ベースの自己資本比率（％） 141.7 179.0 188.6 278.4 244.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － － － 0.0 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － － － －

（注）１．各指標については、以下のとおり算出しております。

     ・自己資本比率：自己資本／総資産

     ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

     ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

     ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

   ２．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

    ３．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

    ４．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払

額」を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、配当政策の基本的な考え方として、利益配分については経営基盤の強化のため将来の事業展開に備え内部

留保に留意し、安定した配当を行うことを基本方針としております。

   当期の配当につきましては、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を実施しており、分割後の

１株当たり配当金は、中間配当12.5円と期末配当12.5円の年間25円（実質10円の増配）を予定しております。次期の

配当につきましては、中間配当12.5円、期末配当12.5円の年間25円を予定しております。

   また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び今後の新規出店に備え、事業活動の充実・拡充を図るた

めの有効投資に努めてまいる所存であります。

 

（４）事業等のリスク

 当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。ただし、これら

は当社グループの事業リスクを全て網羅するものではございません。

①アークランドサカモト株式会社との関係について

 当社は外食事業の経営を目的として、アークランドサカモト株式会社の100％出資子会社として設立され、連結子

会社となっております。

 同社との取引は、主に当社の一部店舗及び同社が運営するホームセンター内のフードコート等の賃貸借と、同社の

ホームセンターでの消耗品の購入があります。店舗及びフードコート等の賃貸借取引の取引条件につきましては、各

出店地の賃料相場を基に、それぞれの総投資額及び投資回収期間などを考慮して、両者協議の上、賃借料を決定して

おります。また、消耗品の購入については、利便性を考慮して購入しているものであり、購入価格は他の一般消費者

と同等であります。

 同社は、今後も当社を連結子会社として維持する方針でありますが、同社グループにおける事業戦略などが変更さ

れた場合には、当社グループの業績もしくは事業展開に影響を与える可能性があります。 

②「かつや」への依存について

 当社グループの主力事業はかつや直営飲食事業及びＦＣ事業であり、当連結会計年度における売上高の87.1％を占

めており、また、当連結会計年度末の店舗数におきましても、「かつや」店舗数374店（直営120、ＦＣ254）であ

り、その他飲食事業は52店舗であります。今後もかつや直営飲食事業及びＦＣ事業は当社グループの主力事業とし

て、積極的な新規出店を続けてまいりますが、一方で、「かつや」に次ぐ新業態の開発を積極的に行い、多店舗化に

向けた経営体制の確立を強化する所存であります。しかしながら、食材調達が安定的に確保できなかった場合や国内

景気の悪化などにより、当事業の展開に何らかの支障が生じた場合、また、とんかつに対する消費者の嗜好に変化が

生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

③ＦＣ展開について

 当社グループは、ＦＣ加盟店（以下「加盟店」という。）による店舗の出店を積極的に進めることを今後の事業拡

大の基本方針としております。今後のＦＣ事業の発展を見据え、ＦＣ管理業務を行うＦＣ本部体制の強化に努めてお

りますが、今後、ＦＣ本部体制の構築が事業拡大に伴って進展しない場合、又は、加盟店の発掘、店舗物件の確保が

想定どおり進捗せずＦＣ店舗が計画どおり出店できない場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

④ＦＣ加盟契約締結後の出店状況について 

 当社グループは、ＦＣ加盟希望者とＦＣ加盟契約(以下「加盟契約」という。)を締結し、加盟契約に定めた区域

（エリア）において、当社グループが定める商標の使用によって加盟店が店舗を自ら開店し、経営する権限を付与し

ております。また、加盟契約では、契約締結後６ヶ月以内に出店することになっており、出店場所の確保は加盟店側

の責任としておりますので、加盟店が出店場所を確保できなかった場合でも当社グループがその責任を負わないこと

及び加盟店から収受するＦＣ加盟金（以下「加盟金」という。）は、理由の如何を問わず一切返還しないものと定め

られております。

 なお、未出店となっている加盟契約に関しては、各加盟店の出店意欲及び加盟金は返還しないことを改めて確認し

ておりますが、今後において契約解除の理由などを考慮して当社グループが加盟店に対して加盟契約解除に伴う費用

を支払う可能性もあり、その場合は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑤競合について

 当社グループの事業領域である外食業界では、大手チェーン店の急速な店舗展開やコンビニエンスストアによる弁

当、惣菜類の販売といった他産業からの参入などにより、競争が激化しております。
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 そのような中で当社グループは、既存商品のブラッシュアップやフェアメニューの強化など、競合他社との差別化

に向けた施策を講じながら収益力の向上に努めてまいる所存であります。しかしながら、今後、他の外食業者や中食

業者を含めた競合他社との競争が更に激化した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑥食材の調達について

 当社グループは、豚肉、米、野菜等の食品を扱っているため、口蹄疫や鳥インフルエンザ、ＢＳＥ等の疫病の問

題、又は天候不順などによる農作物の不作や残留農薬などの問題等により食材の調達に影響を受ける可能性がありま

す。調達ルートを複数確保するよう努めておりますが、食材の安定的な確保に支障が生じた場合、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

⑦店舗物件の確保について

 当社グループは、不動産業者等からの物件情報を入手し、出店先の立地条件、賃借条件など当社グループの出店基

準に合致した物件への出店を決定しておりますが、当社グループの出店基準に合致した店舗物件の確保が想定どおり

進捗せず、新規店舗が計画どおり出店できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑧人材の確保・育成について

 当社グループは、新規出店等の業容の拡大に伴い、社員及びパート・アルバイトの採用数の増加及びパート店長制

度の充実を図っておりますが、雇用情勢の改善、若年層の減少などにより、人材の確保及び育成が計画どおりに進捗

しなかった場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑨法的規制について

 1)食品衛生法

 当社グループが運営する各店舗は「食品衛生法」により規制を受けております。「食品衛生法」は、食品の安全性

確保のため公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を

防止し、国民の健康の保護を図ることを目的とした法律であります。

 飲食店を営業するにあたっては、食品衛生責任者を置き、厚生労働省令の定めるところにより都道府県知事の許可

を受ける必要があります。当社グループにおきましては、自社での定期的な衛生点検に加え、専門業者による衛生検

査や細菌検査等の店舗衛生点検を直営・ＦＣ全店に対し客観的な観点から実施しており、安全な商品を消費者に提供

するための衛生管理を徹底しておりますが、万一、食中毒等の事故が起きた場合は、この法的規制により食品等の廃

棄処分、一定期間の営業停止、営業の禁止、営業許可の取消しを命じられるというリスクがあり、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

 2)中小小売商業振興法

 当社グループがＦＣ展開を行う上で、「中小小売商業振興法」による規制を受けております。これにより当社グル

ープのＦＣ事業の内容やＦＣ加盟契約書の内容を記載した法定開示書面の事前交付が義務付けられております。

 当社グループは、加盟店としての出店希望者と充分な面談の上、ＦＣ加盟契約を締結しており、本書発表日現在、

ＦＣ加盟契約に関する訴訟や紛争はありませんが、加盟店からＦＣ加盟契約に関する訴訟が提起された場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。

 3)短時間労働者に対する社会保険の適用拡大について 

 当社グループは、飲食店を多店舗展開しているため、多くの短時間労働者を雇用しておりますが、今後、短時間労

働者への社会保険の適用基準の拡大が行われた場合には、社会保険料の増加、短時間労働者の就労希望者の減少等に

より、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑩敷金・保証金の回収について

 当社グループは、賃借による出店形態を基本としております。店舗の賃借に際しては家主へ敷金・保証金を差し入

れております。契約に際しては、物件所有者の与信管理を慎重に行っておりますが、今後契約期間満了による退店等

が発生した際に、物件所有者の財政状態によっては回収不能となる場合があり、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

⑪減損会計について

 当社グループの店舗の営業成績に悪化が見られ、その状況の回復が見込まれない場合、固定資産及びリース資産に

ついて減損会計を適用する場合があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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⑫自然災害の発生について 

 当社グループは、全国各地に店舗を出店しておりますが、地震を中心とした自然災害が発生した場合、商品や建物

の損傷、停電や断水などのライフラインの遮断、物流網の混乱による食材供給の遅れ等により、店舗の営業に支障を

きたす場合があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

⑬海外展開におけるカントリーリスクについて

 当社グループは、海外での事業展開を目的に積極的に海外進出を行っておりますが、進出国における政情、経済、

法規制などの同国特有のカントリーリスクにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

⑭為替リスクについて

 海外のグループ会社の現地通貨建ての資産・負債等は、連結財務諸表作成のために円換算されます。したがって、

為替相場の変動により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、アークランドサービスホールディングス株式会社（当社）（（旧会社名）アークランドサービス株

式会社）、連結子会社７社及び関連会社３社により構成されております。 

 また、当社はアークランドサカモト株式会社の子会社であり、同社は当社の株式を平成28年12月31日現在、

8,760,000株（議決権比率55.0％）所有しております。 

 同社の主な事業はホームセンターの経営であり、当社は同社から不動産の賃借及び消耗品の購入を行っております。

なお、当社は、平成28年２月10日開催の取締役会及び平成28年３月25日開催の第23回定時株主総会の決議に基づき、

平成28年７月１日付で持株会社制へ移行し、「株式会社かつや」及び「フィルドテーブル株式会社」を新設いたしまし

た。

また、この移行に伴い、同日付で当社の商号を「アークランドサービスホールディングス株式会社」（当社）（（旧

会社名）アークランドサービス株式会社）に変更しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社グループは、「永劫繁栄、成果主義、少数精鋭、不可能と思うことを可能にする挑戦」の基本理念の下、「高

品質なとんかつをお値打ち価格で提供する。」をコンセプトとし、平成10年８月に独自業態である「かつや」を立ち

上げました。今後は、新規業態と併せ店舗数拡大と更なる成長を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

 当社グループでは、売上高経常利益率を重要な経営指標目標と考えております。具体的には低原価・低価格・高品

質・高収益を追求した新規業態の開発と「かつや」の更なる収益構造の改善を進め、現状の10％以上の経常利益率を

今後も維持し続け、また、出店の加速と人材の育成に注力し、外食業界において利益率・成長率の高い企業を目指し

てまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループは、主力業態であります「かつや」の客数拡大を重点課題として、様々な施策を実施し、順調に業績

を伸ばしてまいりました。今後はさらに飛躍させるべく、店舗におけるＱＳＣＡの維持・向上と、「かつや」の既存

商品の改善と業態の拡張に注力し、平均月商の引き上げと出店の拡大を図ってまいります。また、新業態の開発にも

積極的に取り組み、「かつや」に次ぐ新業態の開発を積極的に行い、事業規模の拡大を図ってまいります。

（４）会社の対処すべき課題

  ①店舗売上高の向上について

    当社グループは、外食チェーン各社による積極的な出店攻勢や中食需要の拡大など、当社グループを取り巻く環境

は一層厳しくなることが予想される中、商品価値の向上を目的とした「既存商品の改善」と「販売チャネルの多様

化」により、「かつや」の平均月商の引き上げを目指してまいります。

  ②新規出店について

   当社グループは、かつやを中心に積極的な出店を行い、業態の拡張を図ってまいります。かつやにおきましては、

かつ弁併設型を中心に出店を拡大し、「かつや」ブランドの拡大を目指してまいります。また、新業態におきまして

も、店舗数の増加による知名度の向上を目指してまいります。

  ③人材育成について

   当社グループは、研修店舗の設置やトレーナーの育成・配置により、既存店長、新入社員への教育体制を強化し、

店舗におけるＱＳＣＡレベルの維持・向上を図ってまいります。

 

（５）内部管理体制の整備・運用状況

 当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。

（６）その他、会社の経営上重要な事項

 該当事項はありません。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用してお

ります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
 

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,810 8,432 

売掛金 1,054 1,216 

有価証券 1,500 2,592 

商品及び製品 217 224 

原材料及び貯蔵品 56 63 

繰延税金資産 82 89 

その他 256 438 

貸倒引当金 △5 △5 

流動資産合計 7,972 13,052 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,588 4,055 

減価償却累計額 △1,356 △1,506 

建物及び構築物（純額） 2,231 2,549 

機械及び装置 530 576 

減価償却累計額 △330 △365 

機械及び装置（純額） 199 211 

建設仮勘定 0 4 

その他 239 248 

減価償却累計額 △134 △138 

その他（純額） 104 109 

有形固定資産合計 2,536 2,874 

無形固定資産    

のれん 325 270 

その他 7 6 

無形固定資産合計 332 277 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※ 3,827 ※ 313 

繰延税金資産 65 104 

敷金及び保証金 1,144 1,204 

建設協力金 638 571 

長期貸付金 － 150 

その他 133 126 

投資その他の資産合計 5,809 2,470 

固定資産合計 8,679 5,622 

資産合計 16,651 18,675 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,165 1,222 

未払費用 437 470 

未払法人税等 570 643 

株主優待引当金 11 25 

その他 774 897 

流動負債合計 2,960 3,259 

固定負債    

受入保証金 648 632 

資産除去債務 254 289 

その他 60 45 

固定負債合計 963 966 

負債合計 3,923 4,225 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,932 1,932 

資本剰余金 1,884 1,884 

利益剰余金 8,885 10,556 

自己株式 △79 △79 

株主資本合計 12,622 14,294 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 － 1 

為替換算調整勘定 △20 △33 

その他の包括利益累計額合計 △20 △31 

非支配株主持分 125 186 

純資産合計 12,727 14,449 

負債純資産合計 16,651 18,675 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 20,942 23,286 

売上原価 9,859 10,948 

売上総利益 11,082 12,337 

販売費及び一般管理費 ※１ 8,159 ※１ 8,987 

営業利益 2,923 3,350 

営業外収益    

受取利息 38 54 

リベート収入 12 14 

協賛金収入 16 33 

為替差益 0 3 

雑収入 11 23 

営業外収益合計 80 130 

営業外費用    

持分法による投資損失 12 22 

雑損失 5 4 

営業外費用合計 18 27 

経常利益 2,985 3,453 

特別利益    

固定資産受贈益 6 2 

店舗譲渡益 41 － 

その他 1 5 

特別利益合計 49 7 

特別損失    

固定資産除却損 ※２ 45 ※２ 83 

店舗閉鎖損失 ※３ 96 ※３ 33 

減損損失 ※４ 23 ※４ 73 

その他 11 22 

特別損失合計 176 212 

税金等調整前当期純利益 2,858 3,248 

法人税、住民税及び事業税 1,032 1,165 

法人税等調整額 2 △46 

法人税等合計 1,035 1,118 

当期純利益 1,822 2,130 

非支配株主に帰属する当期純利益 29 60 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,792 2,069 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当期純利益 1,822 2,130 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 － 1 

為替換算調整勘定 △16 △12 

その他の包括利益合計 ※ △16 ※ △10 

包括利益 1,805 2,119 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,776 2,058 

非支配株主に係る包括利益 29 60 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,932 1,884 7,331 △79 11,069 

当期変動額           

剰余金の配当     △238   △238 

親会社株主に帰属する当期
純利益     1,792   1,792 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,554 △0 1,553 

当期末残高 1,932 1,884 8,885 △79 12,622 

 

         

  その他の包括利益累計額 
非支配株主持分 純資産合計 

  為替換算調整勘定 
その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 △3 △3 45 11,110 

当期変動額         

剰余金の配当       △238 

親会社株主に帰属する当期
純利益       1,792 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △16 △16 80 63 

当期変動額合計 △16 △16 80 1,617 

当期末残高 △20 △20 125 12,727 
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,932 1,884 8,885 △79 12,622 

当期変動額           

剰余金の配当     △397   △397 

親会社株主に帰属する当期
純利益     2,069   2,069 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,671 △0 1,671 

当期末残高 1,932 1,884 10,556 △79 14,294 

 

           

  その他の包括利益累計額 
非支配株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 － △20 △20 125 12,727 

当期変動額           

剰余金の配当         △397 

親会社株主に帰属する当期
純利益         2,069 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1 △12 △10 60 50 

当期変動額合計 1 △12 △10 60 1,721 

当期末残高 1 △33 △31 186 14,449 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,858 3,248 

減価償却費 345 358 

のれん償却額 1 68 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0 

株主優待引当金の増減額（△は減少） △4 13 

固定資産除却損 45 83 

店舗閉鎖損失 96 33 

店舗譲渡益 △41 - 

減損損失 23 73 

受取利息 △38 △54 

売上債権の増減額（△は増加） △221 △163 

たな卸資産の増減額（△は増加） △60 △14 

その他の資産の増減額（△は増加） 85 △104 

仕入債務の増減額（△は減少） 124 58 

その他の負債の増減額（△は減少） 32 116 

その他 15 30 

小計 3,260 3,747 

利息の受取額 47 46 

法人税等の支払額 △1,089 △1,097 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,219 2,696 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △692 △737 

有形固定資産の売却による収入 50 0 

関係会社株式の取得による支出 △54 － 

有価証券の取得による支出 △1,500 － 

有価証券の償還による収入 5,000 2,407 

敷金及び保証金の差入による支出 △120 △105 

敷金及び保証金の回収による収入 42 33 

投資有価証券の取得による支出 △3,500 △5 

長期貸付けによる支出 － △140 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
※２ △240 － 

店舗譲渡による収入 41 － 

その他 △110 △24 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,083 1,430 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

預り保証金の受入による収入 80 44 

預り保証金の返還による支出 △2 △40 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

非支配株主からの払込みによる収入 42 － 

配当金の支払額 △238 △397 

その他 △19 △107 

財務活動によるキャッシュ・フロー △138 △501 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 992 3,622 

現金及び現金同等物の期首残高 3,817 4,810 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,810 ※１ 8,432 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 7社

連結子会社の名称

株式会社かつや

エバーアクション株式会社 

アークダイニング株式会社

フィルドテーブル株式会社

アークランドマルハミート株式会社

ARCLAND SERVICE INTERNATIONAL CO.,LIMITED

ARCLAND SERVICE KOREA CO.,LTD.

上記のうち、株式会社かつや及びフィルドテーブル株式会社については、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めております。

なお、BAN FAMILY株式会社は、当社の連結子会社であるエバーアクション株式会社との吸収合併により消

滅したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。 

(2）非連結子会社の名称

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数 1社

持分法適用の関連会社の名称

サト・アークランドフードサービス株式会社

(2）持分法を適用していない関連会社（Hikari Arcland Food Service Limited、台湾吉豚屋餐飲股份有限公

司）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

 (イ) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

 (ロ) その他有価証券 

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しております。

 

② たな卸資産 

  商品・原材料及び貯蔵品

  先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。

 

- 16 -

アークランドサービスホールディングス㈱（3085）平成28年12月期 決算短信



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

 また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物及び構築物  10～34年

  その他の固定資産 ５～15年

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これに伴う損益に与える影響は軽微であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ 長期前払費用

  定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用に備えるため、翌連結会計年度以降に発生すると見込まれる額を計上しておりま

す。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資を含めることとしております。

(6）のれんの償却方法及び償却期間

  のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(7）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更し

ております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示

の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

 当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売

却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動

を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費

用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び事業

分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。 

 これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（連結貸借対照表関係）

※ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

投資有価証券（株式） 327百万円 305百万円
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（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成27年１月１日 
  至 平成27年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年１月１日 

  至 平成28年12月31日） 

給与・賞与・雑給 3,271百万円 3,672百万円 

賃借料 1,353 1,432 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
 至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
 至 平成28年12月31日）

建物及び構築物 44百万円 75百万円

機械及び装置 0 5

その他 0 1

計 45 83

 

※３ 店舗閉鎖損失の主な内容は、店舗閉鎖に伴い発生した固定資産に係る損失等であります。なお、当連結会計年

度末までに閉鎖の意思決定を行った店舗の資産については回収可能価額との差額を店舗閉鎖損失に含めて計上し

ております。

 

※４ 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日） 

場所 用途 種類

 群馬県１店舗  営業店舗  建物等

当社グループは、主に管理会計上の区分であり継続的に収支の把握を行っている店舗を基本として、資産のグ

ルーピングを行っています。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである１店舗において、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、減

損損失23百万円（建物及び構築物22百万円、機械及び装置１百万円、その他０百万円）を特別損失に計上しまし

た。

なお、当該資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い金額を採用しております。正味売却

価額については、実質的に売却等が困難なため零として評価しております。使用価値の算出にあたっては、将来

キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引率

の記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

場所 用途 種類

 兵庫県１店舗  営業店舗  建物等

 大韓民国２店舗  営業店舗  建物等

当社グループは、主に管理会計上の区分であり継続的に収支の把握を行っている店舗を基本として、資産のグ

ルーピングを行っています。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである３店舗において、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、減

損損失73百万円（建物及び構築物58百万円、機械及び装置11百万円、その他２百万円）を特別損失に計上しまし

た。

なお、当該資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い金額を採用しております。正味売却

価額については、実質的に売却等が困難なため零として評価しております。使用価値の算出にあたっては、将来

キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引率

の記載を省略しております。

 

- 19 -

アークランドサービスホールディングス㈱（3085）平成28年12月期 決算短信



（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 －百万円 2百万円

組替調整額 － －

 税効果調整前 － 2

 税効果額 － 0

 その他有価証券評価差額金 － 1

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △16 △12

その他の包括利益合計 △16 △10

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式        

普通株式 8,274,000 － － 8,274,000

合計 8,274,000 － － 8,274,000

自己株式        

普通株式（注） 315,220 78 － 315,298

合計 315,220 78 － 315,298

 （注）普通株式の自己株式の増加78株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月26日 

定時株主総会
普通株式 119 15 平成26年12月31日 平成27年３月27日

平成27年７月28日 

取締役会
普通株式 119 15 平成27年６月30日 平成27年９月14日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月25日 

定時株主総会
普通株式 198 利益剰余金 25 平成27年12月31日 平成28年３月28日
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式        

普通株式（注）１，２ 8,274,000 8,274,000 － 16,548,000

合計 8,274,000 8,274,000 － 16,548,000

自己株式        

普通株式（注）１，３ 315,298 315,331 － 630,629

合計 315,298 315,331 － 630,629

（注）１．当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。

   ２．普通株式の発行済株式総数の増加8,274,000株は株式分割によるものであります。

   ３．普通株式の自己株式の増加315,331株は、株式分割による増加315,298株及び単元未満株式の買取による増加33

    株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月25日 

定時株主総会
普通株式 198 25 平成27年12月31日 平成28年３月28日

平成28年７月29日 

取締役会
普通株式 198 12.5 平成28年６月30日 平成28年９月12日

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年３月30日 

定時株主総会
普通株式 198 利益剰余金 12.5 平成28年12月31日 平成29年３月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

現金及び預金勘定 4,810百万円 8,432百万円

現金及び現金同等物 4,810 8,432

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

株式の取得により新たにBAN FAMILY株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

BAN FAMILY株式会社の取得価額とBAN FAMILY株式会社取得のための支出（純額）との関係は次の通りでありま

す。

流動資産 34百万円 

固定資産 37百万円

のれん 320百万円

流動負債 △138百万円

固定負債 △2百万円

株式の取得価額 250百万円

現金及び現金同等物 △9百万円

差引：取得のための支出 240百万円

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

１年内 47 43

１年超 270 270

合計 317 313
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等や安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達につ

いては主として銀行借入により行う方針です。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

 有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。また、取引先企業等に対し長期貸付を行なっております。

 建設協力金は主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されております。

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社グループは、売掛金及び長期貸付金について、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を把握する体制としております。

 満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

 建設協力金について契約締結前に対象物件の権利関係などの確認を行うとともに、契約先ごとの期日管理及

び残高管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社グループは、投資有価証券について定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況の継続的な

見直しを実施しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク

を管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 4,810 4,810 －

(2）売掛金 1,054 1,054 －

(3）有価証券及び投資有価証券 5,000 4,975 △24

(4）建設協力金 638 647 8

資産計 11,503 11,487 △16

(1）買掛金 1,165 1,165 －

(2）未払法人税等 570 570 －

負債計 1,736 1,736 －

 

当連結会計年度（平成28年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 8,432 8,432 －

(2）売掛金 1,216 1,216 －

(3）有価証券及び投資有価証券 2,599 2,599 △0

(4）建設協力金 571 588 17

(5）長期貸付金 150 150 －

資産計 12,971 12,987 16

(1）買掛金 1,222 1,222 －

(2）未払法人税等 643 643 －

負債計 1,866 1,866 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。 

(4）建設協力金

時価について、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(5)長期貸付金 

長期貸付金は固定金利によるものであり、これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り

等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、市

場金利及び貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額によっております。 
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負 債 

(1）買掛金、(2）未払法人税等

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

非上場株式 327 305

敷金及び保証金 1,144 1,204

受入保証金 648 632

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められます。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,810 － － －

売掛金 1,054 － － －

有価証券及び投資有価証券        

満期保有目的の債券        

外国公社債 1,500 3,500 － －

建設協力金 73 248 203 159

合計 7,438 3,748 203 159

 

当連結会計年度（平成28年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 8,432 － － －

売掛金 1,216 － － －

有価証券及び投資有価証券        

満期保有目的の債券        

外国公社債 2,592 － － －

建設協力金 69 229 181 128

長期貸付金 － 100 50 －

合計 12,311 329 231 128
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年12月31日）

  種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表の計

上額を超えるもの

 外国公社債 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表の計

上額を超えないもの

 外国公社債 5,000 4,975 △24

小計 5,000 4,975 △24

合計 5,000 4,975 △24

 

当連結会計年度（平成28年12月31日）

  種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表の計

上額を超えるもの

 外国公社債 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表の計

上額を超えないもの

 外国公社債 2,592 2,591 △0

小計 2,592 2,591 △0

合計 2,592 2,591 △0

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成28年12月31日）

  種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 7 5 2

小計 7 5 2

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 － － －

小計 － － －

合計 7 5 2

 

３．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日至 平成28年12月31日） 

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年12月31日）

繰延税金資産      

未払事業税 45百万円  48百万円

店舗閉鎖損失 4   2

資産除去債務 108   126

前受金 22   21

その他 63   111

繰延税金資産小計 244   310

評価性引当額 △25   △34

繰延税金資産合計 218   275

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する除去費用 △71   △82

繰延税金負債合計 △71   △82

繰延税金資産（負債）の純額 147   193

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年12月31日）

流動資産－繰延税金資産 82百万円  89百万円

固定資産－繰延税金資産 65   104

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

前連結会計年度（平成27年12月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

当連結会計年度（平成28年12月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております 
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（企業結合等関係）

  共通支配下の取引等 

１．取引の概要 

 当社は、平成28年２月10日開催の取締役会及び平成28年３月25日開催の第23回定時株主総会の決議に基づき、平成

28年７月１日付で当社を分割会社とする会社分割を実施し、持株会社制へ移行しました。また、この移行に伴い、同

日付で当社の商号を「アークランドサービスホールディングス株式会社」に変更しております。

 

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容 

項目 
分割会社 

（平成28年７月１日付で商号変更） 

新設会社 

（平成28年７月１日設立） 

新設会社 

（平成28年７月１日設立） 

(1) 名称 

アークランドサービスホールディン

グス株式会社 

（旧会社名）アークランドサービス

株式会社 

株式会社かつや フィルドテーブル株式会社 

(2) 所在地 
千代田区神田駿河台四丁目３番地 

新お茶の水ビルディング14階 

千代田区神田駿河台四丁目３番地 

新お茶の水ビルディング14階 

千代田区神田駿河台四丁目３番地 

新お茶の水ビルディング14階 

(3) 代表者 代表取締役社長 臼井 健一郎 代表取締役社長 伊藤 永 代表取締役社長 中島 宗則 

(4) 事業内容 

飲食店の経営及びＦＣ本部の運営を

営む子会社の経営管理、並びにこれ

に付帯又は関連する事業 

飲食店の経営及びＦＣ本部の運営 飲食店の経営 

(5) 資本金 1,932百万円 80百万円 10百万円 

(6) 設立年月日 平成５年３月２日 平成28年７月１日 平成28年７月１日 

(7) 発行済株式数 16,548,000株 1,600株 200株 

(8) 決算期 12月31日 12月31日 12月31日 

(9) 大株主及び持株比率 
アークランドサカモト株式会社 

52.94％ 

アークランドサービスホールディン

グス株式会社 100％ 

アークランドサービスホールディン

グス株式会社 100％ 

 

（２）企業結合日 

 平成28年７月１日 

 

（３）企業結合の法的形式 

 当社を分割会社とし、「株式会社かつや」及び「フィルドテーブル株式会社」を承継会社とする新設分割 

 

（４）会社分割の目的 

 当社は、本会社分割により、各事業の経営責任を明確にし、意思決定を迅速化すること、また、当社の企業理念で

もあります少数精鋭の企業グループを実現し、グループ価値の最大化を図ります。 

 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号）」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針（企業会計基準適用指針第10号)」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 主に店舗施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は0.15％～2.07％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

期首残高 222百万円 254百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 37 33

時の経過による調整額 4 4

資産除去債務の履行による減少額 △10 △3

期末残高 254 289

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

当社グループは、外食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年１月１日 

至 平成28年12月31日）

該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日） 

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

該当事項はありません。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

役員及び個人主要株主等

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円） 

役員及び

その近親

者 

臼井健一郎 － － 
当社代表取締

役会長 

直接 

1.9% 
－ 

子会社の第三

者割当増資に

伴う払込 

（注２） 

18 － － 

坂本守孝 － － 
エバーアクシ

ョン㈱取締役 
－ － 

子会社の第三

者割当増資に

伴う払込 

（注２） 

18 － － 

（注）１．坂本守孝氏は、当社代表取締役会長 臼井健一郎の２親等以内の親族にあたります。

２．子会社の第三者割当増資に伴う払込については、取得価額の公正性を担保する観点から、独立した第三者算

定機関に取得価額の算定を依頼し、その算定結果を対価決定の基礎として、取得価額を決定しております。

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報

アークランドサカモト株式会社（株式会社東京証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり純資産額 791.72円 896.04円

１株当たり当期純利益金額 112.64円 130.00円

 （注）１．当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。これ

に伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当

期純利益金額を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
1,792 2,069

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
1,792 2,069

期中平均株式数（株） 15,917,458 15,917,385

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

- 32 -

アークランドサービスホールディングス㈱（3085）平成28年12月期 決算短信



６．その他

（１）役員の異動

①代表取締役の異動

 該当事項はありません。

②その他の役員の異動（平成29年３月30日付）

・退任予定取締役

 取締役 中尾 希和 

 

（２）その他

 事業部門別売上高 （単位：百万円）
 

年度別
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

 事業部門  金額 構成比(％)  金額 構成比(％)

 かつや直営飲食事業 10,367 49.5 10,884 46.7

 ＦＣ事業 8,552 40.8 9,394 40.4

  ロイヤルティ収入 773 3.7 855 3.7

  加盟金売上高 159 0.8 131 0.6

  食材等売上高 7,094 33.9 7,955 34.2

  その他 525 2.5 451 1.9

 その他飲食事業 1,559 7.5 2,298 9.9

 その他の事業 463 2.2 708 3.0

合計 20,942 100.0 23,286 100.0

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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